
ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金交付要綱 

（令和元年６月１３日決裁）  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、八女市ふるさと支援寄附条例施行規則（平成１９年八女市規

則第１６号。以下「規則」という。）第３条第１項第５号に掲げる事業を指定し

て寄附された寄附金をＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金（以下「支援寄附

金」という。）として市長が指定するＮＰＯ法人に交付することに関し必要な事

項を定めるものとする。 

（対象ＮＰＯ法人の要件） 

第２条 支援寄附金の交付の対象となるＮＰＯ法人は、次に掲げる要件を満たさな

ければならない。 

（１） 福岡県知事が認証するＮＰＯ法人であり、かつ、八女市内に主たる事務

所を置き、総会、理事会等により団体の意思決定を行っていること。 

（２） 公益性の高い活動を行っていること。 

（３） 市内において計画的かつ継続的な活動を行うことが見込まれ、市内に在

住する構成員が１人以上いること。 

（４） 自らのウェブサイト等により事業活動、決算・財務状況等の情報を広く

開示していること。 

（５） 活動の目的が、宗教又は政治的なものでないこと。ただし、国県市指定

文化財の保護を目的とする場合又は支援寄附金の交付を受けようとする事業が

国及び地方公共団体から補助金等の交付対象として交付決定を受けた場合を除

く。 

（６） 法令違反、公序良俗に反する活動等をしていないこと。 

（７） 構成員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する

暴力団員でなく、又はそれらと密接な関係を有していないこと。 

（事業の要件） 

第３条 支援寄附金を活用して行う事業（以下「活用事業」という。）は、次に掲

げる要件を満たさなければならない。 

（１） 公益的な事業であること。 

（２） 市の総合計画に掲げる施策と整合する活動であること。 

（３） 市民の便益につながる事業であること。 
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（４） 支援寄附金の多少にかかわらず事業を実施すること。 

（５） 構成員のみを対象とする事業でないこと。 

（交付の対象となる経費） 

第４条 交付の対象となる経費は、活用事業に要する費用で別表第１に掲げるもの

とする。 

（活用団体の指定） 

第５条 支援寄附金の交付を受けようとするＮＰＯ法人は、あらかじめ市長と事前

協議した上で、ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る八女市ふるさと支援寄附活用団

体指定申請書兼誓約書（様式第１号）、ＮＰＯ法人の活動支援事業に係るふるさ

と支援寄附金活用計画書（様式第２号）、定款及び寄附活用事業に係る企画書を

提出することにより申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合、市長が別に設置する選考委員会による審査

を経て活用団体の指定又は不指定を決定し、八女市ふるさと支援寄附活用団体指

定決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

（寄附の募集及び受付） 

第６条 市長は、前条第２項の規定により指定を決定したＮＰＯ法人（以下「指定

ＮＰＯ法人」という。）の活用事業の内容及び目標寄附額をインターネット等によ

り公開し、寄附の募集及び受付を行うものとする。 

（指定の取消し等） 

第７条 指定ＮＰＯ法人が第２条及び第３条に掲げる要件に違反したときは、市長

は、当該指定ＮＰＯ法人に対して改善を求めるとともに、前条の寄附の募集及び

受付を中止することができるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により、改善を求めたにもかかわらず、改善されない場合

は、活用団体の指定を取り消すことができるものとする。 

（礼状及び返礼品） 

第８条 指定ＮＰＯ法人は、市長が指定ＮＰＯ法人等に対して寄附者の情報を通知

することについて寄附者が同意した場合に限り、寄附者に礼状又は返礼品を送る

ことができる。 

２ 前項の返礼品は、原則として指定ＮＰＯ法人の活動に関連したものとし、八女

市ふるさと支援寄附協力事業者募集要項（平成２９年９月１日決裁）に定める基

準によるものとする。 

（予算措置及び交付額） 



第９条 市長は、基金に積み立てた寄附金を限度として、ＮＰＯ法人等と支援寄附

金の交付時期及び交付額について協議を行い、必要な額を予算に計上するものと

する。 

２ 交付する支援寄附金の額は、第４条に規定する交付の対象となる経費の合計額

（以下「活用事業費」という。）とし、第６条により受け付けた寄附金の額から

別表第２に規定する寄附の募集に際し市が負担した費用を控除した額を上限とす

る。ただし、活用事業が国及び地方公共団体から補助金等の交付を受けた場合は、

活用事業費から当該補助金等の額を控除した額を交付するものとする。 

（交付手続） 

第１０条 支援寄附金の交付を受けようとする指定ＮＰＯ法人は、ＮＰＯ法人の活

動支援事業に係る寄附金交付申請書（様式第４号）を市長に提出することにより

申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合、ＮＰＯ法人の活動支援事業に係

る交付決定通知書（様式第５号）を交付し、速やかに支援寄附金を交付するもの

とする。 

（交付の取消し等） 

第１１条 市長は、次に掲げる場合は、支援寄附金の交付決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は変更することができる。 

（１） 指定ＮＰＯ法人が、第２条及び第３条に違反した場合 

（２） 指定ＮＰＯ法人が、第６条に規定する寄附の受付開始後に活用事業の目

的を変更した場合 

（３） 指定ＮＰＯ法人が、支援寄附金を不正その他不適当な用途に使用した場

合 

（４） 交付の決定後に生じた事情の変更等により、支援寄附金を交付すること

が適当でないと判断される場合 

（５） 支援寄附金のうち、活用事業に活用されなかった支援寄附金がある場合 

２ 市長は、前項の規定により取り消し、又は変更した場合において、既に支援寄

附金が交付されているときは、期限を付して当該支援寄附金の全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

（返還された支援寄附金の取扱い） 



第１２条 前条の規定により返還された支援寄附金については、八女市ふるさと支

援寄附基金に積み立てるものとし、規則第４条第１項第６号に掲げる事業に振り

替えることができる。 

（活用事業の情報発信） 

第１３条 指定ＮＰＯ法人は、活用事業についてウェブサイト、会報等により広く

情報発信しなければならない。 

（実績報告） 

第１４条 指定ＮＰＯ法人は、支援寄附金の交付を受けた年度から活用事業の終了

する年度までの毎年度、当該年度における活用実績についてＮＰＯ法人の活動支

援事業に係る事業実績報告書（様式第６号）、活動記録簿（写真を含む。）及び

活動に対する支出が確認できる証ひょう書類（領収書等の写し）を提出しなけれ

ばならない。 

（状況報告及び調査） 

第１５条 市長は、支援寄附金の使途に関し必要があると認めるときは、指定ＮＰ

Ｏ法人に対して報告を求め、又は実地に調査することができる。  

（個人情報の保護） 

第１６条 指定ＮＰＯ法人は、この事業を通じて知り得た個人情報の重要性を認識

し、適正に取り扱わなければならない。  

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則 

この要綱は、令和元年６月１３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年７月２日から施行し、改正後のＮＰＯ法人の活動支援事業

に係る寄附金交付要綱の規定は、令和２年度分の支援寄附金から適用する。 

別表第１（第４条関係） 

項目 交付の対象となる経費 

報償費 講師等の謝金、協力者への謝礼等 

旅費 講師旅費等 

消耗品費 コピー代、文具費、書籍代、共同作業やイベントに必

要な用品の購入費等 



燃料費 運搬車両の燃料代等 

食材費 体験活動等の事業に直接関係するもの 

印刷製本費 チラシ、ポスター、パンフレット印刷代、写真現像代

等 

役務費 郵便料、運搬料、傷害保険料等 

委託費 設計業務等 

使用料及び賃借料 会場借上料、車借上料、機材機器のリース料等 

修繕費・工事請負費 対象建築物整備等 

原材料費 補修工事又は修繕工事における材料費、加工用原材

料費等 

負担金補助及び交付

金 

関係団体への支援金等 

その他 活用事業に係る費用として市長が認めたもの 

別表第２（第９条関係） 

区分 
寄附の募集に際し市が負担

した費用 

寄附受領証等の送付などの通信費 実費相当分 

寄附受領に要した手数料 実費相当分 

ふるさと支援寄附業務委託料 契約書に定める額 

インターネット上での掲載、募集及び受付に

要した費用 
契約書に定める額 

返礼品の代金及び送料 実費相当分 

  



様式第１号（第５条関係） 

 

年  月  日  

 

 八女市長 

（申込者） 団 体 名  

 代表者氏名            印 

 所 在 地  

 

 

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る八女市ふるさと支援寄附活用団体 

指定申請書兼誓約書 

 

 ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金交付要綱第５条第１項に基づき、八女市ふ

るさと支援寄附活用団体の指定を申請します。 

なお、申請に当たり次のとおり誓約します。 

 

１ 審査において、所在地状況及び活動状況を確認するため、事業者の所在に関する

情報及び決算状況について市が確認することについて了承します。 

２ 関係法令、関係条例、この要綱の定める要件等を遵守し、市長の指示に従います。 

３ 支援寄附金の多少にかかわらず事業を実施します。 

４ 団体の活動については団体及びその構成員が有限責任を負い、寄附者との間でト

ラブルが生じた場合は、当方が一切の責任を負い、解決に向けて誠実に対応します。 

５ この事業により知り得た個人情報をこの事業の目的以外に利用し、又は第三者に

提供しません。 

  



様式第２号（第５条関係） 

年  月  日  

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係るふるさと支援寄附金活用計画書 

（団体概要） 

ＮＰＯ法人名  

代表者氏名  

事務所所在地  

電話番号  設立年月日 年  月  日 

メールアドレス  

ＵＲＬ  

主な活動  

（財務状況） 

直近３か年決算期の

当期正味財産増減額 

  年度  円 

  年度  円 

  年度  円 

流動資産   年度  円 

流動負債   年度  円 

※ 単式簿記の場合は、収支を記載してください。 

（寄附金活用計画案） 

事業実施期間 年  月～  年  月 

寄附金活用事業名  

活用事業の概要・目的  

事業費内訳 金額 摘要 

活用事業費  円  

財
源 

支援寄附金  円  

特定

財源 

国県市等補助金  円  

その他  円  

自己資金  円  

返礼品設定の有無 有 ・ 無 

※ 詳細な事業内容は、別途添付する企画書（任意様式）に記載。  



様式第３号（第５条関係） 

 

年  月  日  

 

様 

 

八女市長     

 

 

八女市ふるさと支援寄附活用団体指定決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあったＮＰＯ法人の活動支援事業に係る

八女市ふるさと支援寄附活用団体指定申請に対して、貴団体を指定することを決定し

ましたので、ＮＰＯ法人活動支援に係る寄附金交付要綱第５条第２項に基づき通知し

ます。 

 

寄附金活用事業名  

 

  



様式第４号（第１０条関係） 

年  月  日  

 

 八女市長 

（申込者） 団 体 名  

 代表者氏名 印 

 所 在 地  

 

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金交付申請書 

 

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金交付要綱第９条及び第１０条に基づき、Ｎ

ＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金の交付を次のとおり申請します。 

 

金額 円 

 

（申請額の算定） 

寄附金活用事業名  

活用事業費 （Ａ）  円 

国県市等補助金等見込み額 （Ｂ）  円 

差額 （Ｃ＝Ａ－Ｂ）  円 

 

寄附金受付額 （Ｄ）  円 

寄附の募集に際し市が負担した費用（Ｅ）  円 

支援寄附金上限額 （Ｆ＝Ｄ－Ｅ）  円 

Ｃ又はＦのいずれか低い方の額を申請額とする。 

   



様式第５号（第１０条関係） 

 

年  月  日  

 

様 

 

八女市長     

 

 

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金交付決定通知書 

 

年  月  日付をもって申請のあったＮＰＯ法人の活動支援事業に

係る寄附金については、次のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

 円 

 

 

  



様式第６号（第１４条関係） 

年  月  日  

 八女市長 

（申込者） 団 体 名  

 代表者氏名 印 

 所 在 地  

 

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る事業実績報告書 

 

ＮＰＯ法人の活動支援事業に係る寄附金交付要綱第１４条に基づき、次のとおり実

績を報告します。 

 

報告区分 完了実績報告  ・  中間報告 

寄附金活用事業名  

活用事業の概要・目的  

活用事業の成果  

事業期間 年  月  日～  年  月  日 

（活用事業費） 

内訳 金額 摘要 

活用事業費 円  

財源 

支援寄附金 円  

特定

財源 

国県市等補助金 円  

その他 円  

自己資金 円  

  

寄附金返還の有無 有  ・  無 

有の場合は返還額  円 

 


